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協力企業・団体・官公庁等感謝に係るご推薦について 

〔１〕推薦条件（推薦区分）  

※「協力企業・団体・官公庁等感謝規程」（９ページ）もご確認ください。 

【「感謝」の対象】  

次の（１）「発注」、（２）「雇用」のいずれかの条件を満たす企業等 

（１）「発注」 

  感謝を行う年度の直前の５か年度において、貴施設・事業所に対する発注額の年

額平均が 200 万円以上である企業等（感謝を行う年度の直前の５か年度において

継続して発注実績がある企業に限る）。 

（２）「雇用」 

  感謝を行う前年度までに、貴施設・事業所の就労支援を受けた１人の障害者を３

年以上継続して雇用（同一法人内での雇用は除く）しており、その期間法定雇用

率を継続して順守している企業等。 

【「特別感謝」の対象】  

次の（１）「特別発注」、（２）「特別雇用」のいずれかの条件を満たす企業等 

（１）「特別発注」 

  次のすべての条件を満たす企業・団体・官公庁等 

① 過去に本会の感謝規程第３条（１）の感謝を受けていること。 

② ①を受けてから５年以上経過していること。 

③ 特別感謝を行う年度の直前の 10 か年度において、貴施設・事業所に対する発

注額の年額平均が 300 万円以上であること（特別感謝を行う年度の直前の 10

か年度において継続して発注実績がある企業等に限る）。 

（２）「特別雇用」 

  次のすべての条件を満たす企業・団体・官公庁等 

① 過去に本会の感謝規程第３条（２）の感謝を受けていること。 

② ①を受けてから３年以上経過していること。 

③ 特別感謝を行う前年度までに、貴施設・事業所の就労支援を受けた１人の障害

者を６年以上継続して雇用していること。また、その期間法定雇用率を継続し

て順守していること。 
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〔２〕推薦方法 

「推薦書」（４ページ）に必要事項をご記入のうえ、 

令和８年 11 月 13 日（金）〔必着〕までに本会事務局までご送付ください。 

※推薦書は、全国社会就労センター協議会ホームページよりダウンロード可能です。 

  推薦できる企業等の数は、【感謝(発注)】【感謝（雇用)】【特別感謝(発注)】【特別感謝

（雇用)】から最大２件(同一種類の感謝表彰は不可)です。「感謝」、「特別感謝」ともに

推薦される場合は、推薦書をコピーしてご使用ください。※８ページの Q&A Q６参照 

  「特別感謝」の推薦は、貴施設・事業所からの推薦を受けて、既に「感謝」を受けたこ

とがある企業等に限ります。「感謝」の受賞の有無は、「協力企業等感謝表彰企業一覧＊」

にてご確認ください。 

※ 既に別の施設・事業所から「感謝」・「特別感謝」を贈呈されている企業等でもご推薦可能

です。 

＊ これまでの協力企業・団体・官公庁等感謝における表彰企業等は、全国社会就労セ

ンター協議会ホームページでご確認ください。 

  受賞企業等については、「協力企業・団体・官公庁等感謝 受賞企業等一覧」（企業等一

覧）および本会ホームページに開設する「協力企業・団体・官公庁等感謝 特設ページ」

（特設ページ）への掲載を予定しております。企業等一覧、特設ページに掲載する推薦

理由は、推薦書に記載いただいた内容を掲載するため、以下の要領に基づきご記入くだ

さい。 

・ 発注内容、雇用状況について可能な限り具体的に記入する。 

・ 文字数は 200 文字程度で記入する。 

※ 協力企業・団体・官公庁等推薦理由掲載例（７ページ）をご参照ください。 

  推薦書に記入いただいた内容については、本会事務局において、本感謝事業実施に必要

な範囲（プレスリリースを含む）で使用させていただきます。 

 

〔３〕審 査 

本会総務・財政・広報委員会において審査し、常任協議員会で決定いたします。結果に

【中間支援組織からの推薦について】 

  平成 29 年度に感謝規程の見直しを行い、中間支援組織＊からもご推薦が可能 

となりました。ただし、中間支援組織からのご推薦は、「発注」ならびに「特別 

発注」における対象に限定されます。 

＊ブロック・都道府県セルプ協、都道府県セルプセンター、共同受注窓口、およびこれに

類するもの。 

＊中間支援組織からの推薦については、別紙「中間支援組織からの推薦にかかる感謝基準

について」をご参照ください。 
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ついては、12 月中旬を目途にご推薦いただいた各会員社会就労センター長および中間支援

組織に通知いたします。 

 

3



（記入日：　令和８年　 月 　 日）

フリガナ

氏名 （公印）

施設名

〒   

フリガナ

代表者名
フリガナ

〒　

　

ア）受注開始年・期間 和暦 　 年より 　 年間

平成28
年度

平成29
年度

平成30
年度

令和元
年度

令和２
年度

令和３
年度

令和４
年度

令和５
年度

令和６
年度

令和７
年度

ウ）第５条（１）の感謝
（①発注）の受賞年度

和暦 年度

（上記企業に従事されている方の氏名） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（継続雇用年数）　　　　　　年　　　　　か月

令和２
年度

令和３
年度

令和４
年度

令和５
年度

令和６
年度

令和７
年度

ウ）第５条（２）の感謝
（②雇用）の受賞年度

和暦 年度

 

 

（℡：　　　　　　　　　　　　　　　Fax：　　　　　　　　　　　　　　　）

①発注（５か年度）において年平均200万円以上／
③特別発注（10か年度）において
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年平均300万円以上

　年平均額　　　　　　　　　万円

担当者
（本件の問合先）

（℡：　　　　　　　    　　  　　　Fax：　　　　　      　　　 　　　）

（mail：　　　　　　　　　              　　　　　　　　　　　　　 　　）

担当者名　　　　　　　　　　　　

イ）上記の方が勤務し
ている企業等の雇用
率（％）

所在地 　

　推薦理由
（※200文字程度 ）

＜特別感謝＞

④特別雇用③特別発注①発注

全国社会就労センター協議会 令和８年度協力企業・団体・官公庁等感謝 推薦書

推薦区分
②雇用

推
　
薦
　
内
　
容

 

該当する条件（２）⇒②雇用、④特別雇用を選択した場合にご記入ください。

該当する条件（１）⇒①発注、③特別発注を選択した場合にご記入ください。

イ）年間受注額
(万円）
※１万円未満切捨
※①発注は直近５年度
分、③特別発注は10年
度分ご記入ください。

企業・団体・官公庁等
名（正式名称）

＜感謝＞

推
　
　
薦
　
　
者
　
　
名

　

（
社
会
就
労
セ
ン
タ
ー

長

）

　　　　　

所在地
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フリガナ

氏名 （公印）

施設名

フリガナ

フリガナ

※いずれか1つに○をつけてください

ア）受注開始年・期間 和暦 平成 29 年より 8 年間

※今回の推薦に該当する期間（５年、10年）に限らず、受注が始まった年をご記入ください。

200 220 250 200 150

 (上記企業に従事されている方の氏名）　　　　　　　　　　　　　　（継続雇用年数）　　　　　　年　　　　　か月　　

令和２
年度

令和３
年度

令和４
年度

令和５
年度

令和６
年度

令和７
年度

和暦 年度

令和４
年度

令和５
年度

令和６
年度

令和７
年度

感謝（５か年度）において年平均200万円以上／
特別感謝（10か年度）において年平均300万円以上

年平均額　　　　　204　　万円

該当する条件（１）⇒①発注、③特別発注を選択した場合にご記入ください。

イ）年間受注額
(万円）
※１万円未満切捨
※①発注は直近５年
度分、③特別発注は
10年度分ご記入くださ
い。

→上記の平均額は204万円になるため、表彰対象となります。
①発注の場合は令和３年～令和７年度の５か年間、
③特別発注の場合は平成28～令和７年度の10か年間の発注額をご記入くださ
い。

ウ）第５条（２）の感謝
（②雇用）の受賞年度

ウ）第５条（１）の感謝
（①発注）の受賞年度

該当する条件（２）⇒②雇用、④特別雇用を選択した場合にご記入ください。

イ）上記の方が勤
務している企業等
の雇用率（％）

平成28
年度

平成29
年度

平成30
年度

令和元
年度

令和２
年度

令和３
年度

①発注 ②雇用 ③特別発注 ④特別雇用

　　　　推薦理由
（具体的な発注内容、雇用
内容をご記入ください）

※表彰が決定した企業・団体・官公庁等については、受賞企業等の周知を目的
　 とした受賞企業等一覧（冊子）ならびに本会ホームページに開設する「協力企
　 業・団体・官公庁等感謝」特設ページに掲載させていただきます。掲載にあた
　 っては、推薦理由の内容を使用いたします（参考：5ページ「協力企業・団体・官
　 公庁等推薦理由掲載例」参照）。

※「です・ます」調でご記入ください。

全社　次郎 （mail：　　selp@shakyo.or.jp     　 　　　　　　　　　　 　　）

推
　
薦
　
内
　
容

代表者名 就労　花子

〇〇ガイシャ〇〇

企業・団体・官公庁等
名（正式名称）

〇〇会社 〇〇

（↑）この内容がそのまま感謝状の宛名となりますので、正確にご記入ください

所在地
〒　✖✖✖　-　✖✖✖✖

〇〇県〇〇市〇〇✖✖✖ー✖✖
（℡：　✖✖-✖✖✖✖-✖✖✖✖　）

推薦区分
＜感謝＞ ＜特別感謝＞

シュウロウ　ハナコ

※③特別発注の場合のみご回答ください（推薦企業等が過去に「①発注」の区分
で感謝を受けた年度をご記入ください）。

全国社会就労センター協議会 令和８年度協力企業・団体・官公庁等感謝 推薦書
（記入日：　令和８年　 月 　 日）

推
　
　
薦
　
　
者
　
　
名

　

（
社
会
就
労
セ
ン
タ
ー

長

）

ゼンシャ　タロウ

　　　全社　太郎

○○法人○○会　○○の里

所在地

〒　100　-　8980

 　　東京都千代田区霞が関3-3-2新霞が関ビル

（℡：　　03-3581-6502　　　Fax：　　03-3581-2428　　　）

担当者
（本件の問合先）

担当者名　　　　　　　　　　　　（℡：　03-3581-6502 　Fax：　03-3581-2428  ）

見本（発注）
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（記入日：　令和８年　 月 　 日）

フリガナ

氏名 （公印）

施設名

フリガナ

フリガナ

※いずれか1つに○をつけてください

ア）受注開始年・期間 和暦　　　 年より 年間

　

和暦　　 年度

令和２
年度

令和３
年度

令和４
年度

令和５
年度

令和６
年度

令和７
年度

3.4 3.5 3.6

和暦　　 年度

ウ）第５条（２）の感謝
（②雇用）の受賞年度

※④特別雇用の場合のみご回答ください（推薦企業等が過去に②雇用の区分で
感謝を受けた年度をご記入ください）。

ウ）第５条（１）の感謝
（①発注）の受賞年度

該当する条件（２）⇒②雇用、④特別雇用を選択した場合にご記入ください。

ア）３年以上（④特別雇用の場合は６年以上）継続して雇用されている貴施設・事業所で就労支援を受けた
方のお名前と雇用年数（令和７年３月31日現在）をご記入ください（複数該当する方がいる場合は、もっとも
継続年数の長い方について記入してください）。

イ）上記の方が勤
務している企業等
の雇用率（％） （↑）②雇用の場合は令和５年～令和７年度の３年分、

       ④特別雇用の場合は令和２年度～令和７年度の６年分をご記入ください。

(上記企業に従事されている方の氏名）　全社　三郎　（継続雇用年数）　　３　年　　　６　か月

④特別雇用

　　　　推薦理由
（具体的な発注内容、雇用
内容をご記入ください）

※表彰が決定した企業・団体・官公庁等については、受賞企業等の周知を目的
　 とした受賞企業等一覧（冊子）ならびに本会ホームページに開設する「協力企
　 業・団体・官公庁等感謝」特設ページに掲載させていただきます。掲載にあた
　 っては、推薦理由の内容を使用いたします（参考：４ページ「協力企業・団体・官
　 公庁等推薦理由掲載例」参照）。

※「です・ます」調でご記入ください。

該当する条件（１）⇒①発注、③特別発注を選択した場合にご記入ください。

イ）年間受注額
(万円）
※１万円未満切捨
※①発注は直近５年
度分、③特別発注は
10年度分ご記入くださ
い。

平成28
年度

平成29
年度

平成30
年度

令和元
年度

令和２
年度

令和３
年度

令和４
年度

令和５
年度

令和６
年度

令和７
年度

（mail：　　selp@shakyo.or.jp     　 　　　　　　　　　　 　　）

推
　
薦
　
内
　
容

代表者名 就労　花子
〇〇ガイシャ〇〇

企業・団体・官公庁等
名（正式名称）

〇〇会社 〇〇

（↑）この内容がそのまま感謝状の宛名となりますので、正確にご記入ください

所在地 〇〇県〇〇市〇〇✖✖✖ー✖✖

推薦区分
＜感謝＞ ＜特別感謝＞

①発注 ②雇用 ③特別発注

シュウロウ　ハナコ

〒　✖✖✖　-　✖✖✖✖
（℡：　✖✖-✖✖✖✖-✖✖✖✖　）

全国社会就労センター協議会 令和８年度協力企業・団体・官公庁等感謝 推薦書

推
　
　
薦
　
　
者
　
　
名

　

（
社
会
就
労
セ
ン
タ
ー

長

）

ゼンシャ　タロウ

　　　全社　太郎

○○法人　○○会　○○の里

所在地

〒　100　-　8980

 　　東京都千代田区霞が関3-3-2新霞が関ビル

（℡：　　03-3581-6502　　　Fax：　　03-3581-2428　　　）

担当者
（本件の問合先）

担当者名　　　　　　　　　　　　（℡：　03-3581-6502 　Fax：　03-3581-2428  ）

全社　次郎

見本（雇用）
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協力企業・団体・官公庁等感謝 推薦にかかるＱ＆Ａ 

 これまでに会員の皆様から寄せられた「協力企業・団体・官公庁等感謝」の推薦にかかる

質疑をＱ＆Ａ形式で整理しました。ご推薦の際に参考にしてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ２．Ａ事業所の閉所に伴いＢ社からの発注が同一法人内のＣ事業所に引き継がれてい

る場合、Ｂ社からのＡ事業所への発注実績を引き継ぎ、Ｃ事業所から「特別感謝」

での推薦が可能です。 

Ｑ２．過去にＡ事業所がＢ社に「感謝（発注）」を贈呈した。その後、Ａ事業所は閉所した 

が、Ｂ社からの発注は、同一法人内のＣ事業所が同じ内容で引き継いでいる。Ｃ事業所 

がＢ社を推薦する際に、Ａ事業所への発注実績を引き継いで「特別感謝（発注）」とし 

て推薦して良いか。 

Ａ３．経営主体が代わったとしても、過去からの当該事業所の作業内容が評価されて継

続発注されていると考えられるので、「特別感謝」として推薦が可能です。 

Ｑ３．過去に「感謝（発注）」を贈呈した企業が吸収合併により経営主体が代わり、企業名 

が変わったが、引き続き、同じ内容の発注を受けている。吸収合併前からの発注実績を 

継続したものと考えて、「特別感謝（発注）」として推薦して良いか。 

Ａ１．発注された作業内容に関わらず、同一事業所が同一企業等に「感謝（発注）」を贈

呈できるのは１回までです。これは「特別感謝（発注）」「感謝（雇用）」「特別感謝

（雇用）」でも同様です。そのため、同一事業所から同一企業等に贈呈できる感

謝・特別感謝は最大で４回までとなります。 

Ｑ１．発注された作業内容が異なる場合、同一事業所が同一企業等に複数回の「感謝」（発 

注）を贈呈できるか。 

Ａ４．市町村等の行政機関をご推薦いただくことは可能です。障害者優先調達推進法は

平成 25 年に施行されてから 10 年以上が経過しており、より一層の発注に繋がるよ

うに積極的なご推薦をお願いします。 

Ｑ４．市町村等の行政機関を推薦することはできるか。 

Ａ６．規程を見直し、以下の組み合わせであれば、推薦が可能となりました。 

   ア 感謝（発注）×感謝（雇用）    エ 感謝（雇用）×特別感謝（発注） 

   イ 感謝（発注）×特別感謝（発注）  オ 感謝（雇用）×特別感謝（雇用） 

   ウ 感謝（発注）×特別感謝（雇用）  カ 特別感謝（発注）×特別感謝（雇用） 

Ｑ６．同一年度に「感謝（発注）」「感謝（雇用）」の両方を推薦することはできるか。 

Ａ５．営業所や店舗単位でのご推薦も可能です。 

Ｑ５．営業所や店舗ごとに推薦することはできるか。 
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Ⅷ．全国社会就労センター協議会 協力企業・団体・官公庁等感謝規程  

 

（趣 旨） 

第１条 この規程は、社会就労センターの仕事の確保、障害者の一般就労移行の推進に寄与し、そ

の功績が顕著な企業・団体・官公庁等（以下、「企業等」という）に対し、本会会長が感謝

の意を表わすために定める。 

 

（感謝の方法） 

第２条 この規程による感謝は毎年実施する。 

 

（感謝の種類） 

第３条 感謝の種類は次の各号に定めるものとする。 

（１）協力企業・団体・官公庁等感謝（発注） 

（２）協力企業・団体・官公庁等感謝（雇用） 

（３）協力企業・団体・官公庁等特別感謝（発注） 

（４）協力企業・団体・官公庁等特別感謝（雇用） 

 

（感謝の対象） 

第４条 第３条（１）（２）の感謝の対象は次の各号に定める企業等とする。 

（１）協力企業・団体・官公庁等感謝（発注）  

感謝を行う年度の直前の５か年度において、本会会員である１つの社会就労センターに対

する発注額の年額平均が 200 万円 以上である企業等（感謝を行う年度の直前の５か年度に

おいて継続して発注実績がある企業に限る）。 

（２） 協力企業・団体・官公庁等感謝（雇用） 

感謝を行う前年度までに、本会会員である１つの社会就労センターの就労支援を受けた１

人の障害者を３年以上継続して雇用（本会会員の所属法人内での雇用は含まない）しており、

その期間法定雇用率を継続して順守している企業等。 

なお、ここで使用する実雇用率は、原則、法人全体の実雇用率とする。ただし、推薦を受

けた企業等が支店・支部に該当する事業所の場合は、当該事業所の実雇用率を使用すること

ができる。 

 

（特別感謝の対象） 

第５条 第３条（３）（４）の特別感謝の対象は次の各号に定める企業等とする。 

（１）協力企業・団体・官公庁等特別感謝（発注） 

次のすべての条件を満たす企業等。 

① 第３条（１）の感謝を受けていること。 

② ①を受けてから５年以上経過していること。 

③ 特別感謝を行う年度の直前の 10 か年度において、本会会員である１つの社会就労セン

ターに対する発注額の年額平均が 300 万円以上であること（特別感謝を行う年度の直前

9



の 10 か年度において継続して発注実績がある企業等に限る）。 

（２）協力企業・団体・官公庁等特別感謝（雇用） 

次のすべての条件を満たす企業等。 

① 第３条（２）の感謝を受けていること。 

② ①を受けてから３年以上経過していること。 

③ 特別感謝を行う前年度までに、本会会員である１つの社会就労センターの就労支援を

受けた１人の障害者を６年以上継続して雇用していること。 

④ 上記③の期間について継続して法定雇用率を順守していること。 

 

（推 薦） 

第６条 本会会員である社会就労センターの長および中間支援組織（ブロック・都道府県セルプ協、

都道府県セルプセンター、共同受注窓口、およびこれに類するもの）の代表者は、第３条に

定める感謝について、１年度に最大２件の企業等を推薦することができる。 

ただし、中間支援組織（ブロック・都道府県セルプ協、都道府県セルプセンター、共同受

注窓口、およびこれに類するもの）の代表者は、第３条（１）、（３）のみを推薦することが

できる。 

 

（審 査） 

第７条 本会総務・財政・広報委員会において審査し、常任協議員会で決定する。 

２．同一の企業等を対象として、同一の種類の感謝は行わないものとする。 

 

 

附  則 

 

１．平成 24 年４月１日以前に全国社会就労センター協力企業表彰を受けた企業・団体・官公庁に

ついては、第３条（１）の感謝を受けたものとみなす。 

２．この規程は、平成元年４月 27日から施行する。 

３．本表彰は平成元年度より実施する。 

４．平成７年６月 21 日一部改正 

５．平成 15 年２月 26日一部改正 

６．平成 24 年５月 16日全面改定・施行 

７．平成 26 年２月 28日一部改正・施行 

８．平成 29年５月 16 日一部改正・施行。第６条に定める中間支援組織（ブロック・都道府県セル

プ協、都道府県セルプセンター、共同受注窓口、およびこれに類するもの）の代表者からの推

薦については、第７条に基づく審査においてその実情を踏まえて対象を決定するものとする。 

９．平成 31 年２月 28日一部改正・施行 

10．令和５年３月７日一部改正・施行 

11．令和６年２月 22 日一部改正、４月１日施行 

12. 令和７年２月 28 日一部改正、４月１日施行 
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全国社会就労センター協議会「協力企業・団体・官公庁等感謝」 

中間支援組織からの推薦にかかる感謝基準について 

 

【中間支援組織からの推薦にかかる感謝基準】 

以下の基準①～③をすべて満たしていることを要件とする。 

 

基準① 推薦案件１件あたりの年間受注額が、年 500 万円以上（加工賃の場合は 300 万円

以上）であること。 

⇒ １件あたりの最低受注金額を定めるもの。 
 

 基準② 受注施設のうち本会会員施設の年間平均受注額が、最低受注金額の１施設あたり 

     の平均額（会員施設が複数の場合はその合計額）を上回ること。 

   ⇒ 中間支援組織からの推薦案件については、全国セルプ協の非会員施設もその受注 
    案件に参画していることが想定される。そうした状況において、全国セルプ協 

会員施設が一定程度受注していることを要件とするもの。 

  〔判断の方法〕 
１．基準額の算定 
（１）１件あたりの最低受注金額 500 万円（加工賃：300 万円）を受注施設数 

（会員・非会員施設数の合計）で除する。 
（２）（１）の額に、受注会員施設数を乗じる。 

500 万円（加工賃 300 万円） 
     受注施設数 

２．全国セルプ協会員施設の受注額 
  全国セルプ協会員施設の年間平均受注額＊１,２を合計し、基準額（上記算式のＡ） 
を上回るかを確認する。 

  ＊１ 年間平均受注額を算出する期間は、感謝の場合は５年間、特別感謝の場合 
は 10 年間とする。 

＊２ 年間平均受注額が確認困難な場合は、前年度実績を基に算定する。 

【基準②の考え方の具体例】 
（例）受注施設数：５施設（うち会員施設２施設、非会員施設３施設）の場合 

会員区分 会員施設 非会員施設 
合計 

施設名 施設 a 施設 b 施設 c 施設 d 施設 e 
年間平均受注額 

(施設別) 
130 万円 90 万円 120 万円 85 万円 135 万円 560 万円 

最低受注金額 
の平均額 

100 万円 100 万円 100 万円 100 万円 100 万円 500 万円 

 １． 基準②は、全国セルプ協会員施設が一定程度受注していることを要件としている。 

× 全国セルプ協会員施設数 =  A 
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２． 上記の例では、会員施設である施設 a、施設 b に対する年間平均受注額が、それ 
ぞれ 130 万円、90 万円となっており、年間平均受注額は合計で 220 万円（A）と 

なる（網掛け部分）。 

 ３． 一方、最低受注金額※の１施設あたりの平均額は 100 万円となり、会員施設数が      
２施設のため、基準額は 200 万円（B）となる（太枠部分）。 

 ４．（A）と（B）を比較すると、（A）＞（B）となる（全国セルプ協会員施設が一定程度

受注している）ため、基準②を満たすこととなる。 

  ※ 最低受注金額は１つの社会就労センターが推薦を行う際の基準のこと（感謝規程第 
５条、第６条）。 

 
基準③ 受注先に本会非会員施設が含まれている場合は、非会員施設に対して中間支援組 

織ならびに都道府県セルプ協が協働して、全国セルプ協への加入勧奨を行うこと。 
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